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令和５年度発達障害のある児童生徒等に対する支援事業 

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業） 

 成果報告書 

 

実施機関名（宮崎県教育委員会） 

 

１．問題意識・提案背景 

本県では、平成２５年度からエリアサポート体制を構築している。エリアサポート体制

とは、インクルーシブ教育システムの実現を目指し、幼・保・小・中・高等学校等それぞれ

の校内支援体制の充実を図るとともに、それらをつなぎ、一貫した指導・支援を切れ目な

く提供できるようにすることを目的として構築した地域支援体制である。その特徴として

は、県内を保健福祉圏域に準じて７つのエリアに分け、エリアごとに特別支援教育推進の

拠点となる拠点校を指定して、高い専門性を備えた教員を配置していることが挙げられる。

本体制の中ではこれまで、経験の浅い教員への指導・助言などのサポート体制の構築（エ

リア巡回支援）や、教員の特別支援教育に関する研修等の機会の充実（エリア研修の実施）

等、特別支援教育に関する専門性の向上を図ってきた。 

  令和４年度、文部科学省の調査で、小中学校の通常の学級において、特別な教育的支援

が必要な児童生徒が８．８％（推定値）在籍していることが明らかになり、特別な教育的

ニーズのある児童生徒が在籍していることを前提に、学級経営や教科指導を行っていくこ

とや、通級による指導、必要な教育環境を整える等、組織的に対応していくことの重要性

が示唆された。本県においても、特別な教育的ニーズのある児童生徒について、認識がよ

り高まっている状況がある。 

  そのような中、本県の教職員については、大学のカリキュラムで特別支援教育について

学び、充分な知識をもってキャリアをスタートする教員は少なく、教員になった後に、特

別支援教育の担当を初めて経験することで学び始めるというケースが多い。また、管理職

については、特別支援学級等を担当した経験がない管理職が多く、特別支援教育に対する

意識の面においても個人差がある。今後、教員の経験に応じて特別支援教育の視点や専門

性の向上が必要となることから、それぞれのキャリアに応じた特別支援教育に関する体系

的な研修の構築が求められる。 

また、特別支援教育について学ぶ機会を求めている教職員に対応するために、特別支援

教育課、教育研修センター、市町村教育委員会等が、様々な場所で特別支援教育に関する

研修を実施している。しかしながら、それぞれの関連性が整理されておらず、教職員が、効

率的に、現在の自己のスキルやキャリアに応じた研修を選択することが困難な状況となっ

ている。これら既存の研修を、経験や職種、ニーズに応じて整理していく必要がある。 

  そこで、特別支援教育に関する教員育成指標を整備し、本県の専門性の指標として活用 

する。また、育成指標を基にした特別支援教育に係る研修体制を構築し、専門性の向上を

図る。研修を受ける機会を充実させるため、研修コンテンツを作成し、散在していた研修

履歴を一元管理し、本県の教員の専門性の向上を図りたい。 
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２．目的・目標 

① 特別支援教育の担当者別育成指標の作成 

   特別支援教育に専門的に携わる教員の人材育成を図るために、県の教職員育成指標の 

別葉として、特別支援学級担任、通級による指導担当、特別支援教育コーディネーター等

の特別支援教育の担当者別人材育成指標（以下、「特別支援教育担当者別育成指標」とい

う。）を作成する。また、特別支援教育担当者を含め、管理職、通常の学級担任、幼・保・

こども園の教諭や保育士、特別支援教育支援員、行政職員（各自治体の教育委員会、教育

事務所、教育研修センターの職員等）、保護者等が身に付ける必要のある研修内容を役割

ごとに作成していく。 

担当者ごとの育成指標を作成することで、今後、全ての教職員等が、自分のキャリアに

応じて求められる特別支援教育に係る資質について把握できるようになり、より効果的

なタイミングで必要性のある研修を自主的に受けることにつながる。 

 

② キャリアに応じた研修内容の整理 

①の特別支援教育担当者別育成指標を基に、キャリアに応じて求められる研修内容項

目をマトリクス表に整理し、初担当者から地域の小中学校等を支援する教員の育成まで

のそれぞれのキャリアに応じたブラッシュアップ研修を行う。また、教育研修センター、

ＮＩＳＥ（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所をいう。以下同じ。）、ＮＩＴＳ（独

立行政法人教職員支援機構をいう。以下同じ。）等の特別支援教育に関わる研修講座も活

用できるようにする。 

これまでそれぞれで行っていた研修をマトリクス表と突合し、必要な研修に不足があ 

れば、新たにプログラムする。特に、特別支援教育担当者のキャリアに応じた研修が必 

要である。また、受講した研修を履歴として管理し、教員が今後のキャリアアップのた 

めに利用できるようにするとともに、管理職が職員のフィードバックや評価に活用でき 

るようにする。さらに大学や関係機関の講座についても、キャリアアップの手段として

利活用できるようにする。 

 

③ 管理職向け特別支援教育研修の実施 

 ①・②で整理した研修体制の下、管理職等が活用する研修コンテンツを作成し、体系的

に研修を受けることができるようにする。コンテンツについては、①の指標に基づいた

管理職本人の資質向上のための研修に加えて、校内研修で活用できるワークショップ型・

事例検討型研修の在り方についても提唱し、管理職の組織的な取組を促進する。 

 

３．実施体制 

（１）運営協議会（宮崎県特別支援教育推進人材育成システムの構築に関する検討会） 

  ア 委員一覧 

No. 所属・職名 備考 

１ 宮崎大学教育学部教授 大学関係者 

２ 日南くろしお支援学校 校長 特別支援学校 代表 

３ 日向市立東郷学園 校長 小中学校校長 代表 

４ 宮崎東高校 通級メンター 高等学校 代表 
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５ 都城市立沖水小学校 指導教諭 小学校 特別支援教育の指導教諭 

６ 三股町立三股中学校 指導教諭 中学校 特別支援教育の指導教諭 

７ 天竜第二幼稚園 園長 幼・保・こども園 代表 

８ 宮崎県発達障害者支援センター長 医療・福祉の有識者 

 

  イ 宮崎県特別支援教育推進人材育成システムの構築に関する検討会の開催実績 

時期 内容 

令和６年 

２月５日 

○ 説明 

・ 特別支援教育推進人材育成システムの構築の概要について 

○ 協議 

・ 特別支援教育担当者別育成指標について 

・ 特別支援教育担当者別育成指標に基づく研修について 

 

   本県教員等の特別支援教育に関する研修システムの在り方について、専門的な立場か 

ら意見を聴取することで、特別支援教育担当者別育成指標や指標に基づく研修シ 

ステム構築の推進につなげることを目的として開催した。 

 ＮＩＳＥの地域支援事業を活用し、専門家の助言を参考に県教育委員会にて作成した 

特別支援教育担当者別育成指標の素案を軸としながら、研修システム構築について協議

を進めた（図１）。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 図１ 検討会資料 ）  
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委員 協議における主な意見 

宮崎大学教授 

 

 

 

大学での学びを例にすれば、基礎では知識や総論を学び、実践では 

特別支援学校での実習などを行う。インプットしたものをアウトプッ

トしていく仕組みを作り、小さなスパイラルで学ぶことが大切である。 

学びの場が多様化する中、教育委員会主催ではない、機関による認 

定講習などの修了についても、研修の履歴としていくべきである。 

高校通級 

メンター 

年齢に関わらず、特別支援教育を担当する上で必要な視点や知識が 

習得されているかを問えるような教員養成の仕組みが大切である。ま

た、受講者にとって適切な研修が結びつくようなキーワード設定も必

要である。 

特別支援学校長 「資質形成期だが資質成長期の研修も受けたい」といった先生方の主

体性を尊重するようにもしたい。 

小学校教諭 教員が普段実践していることの有効性・妥当性について、自ら振り

返って問う機会もあると良い。 

中学校教諭 通常の学校で途中から特別支援学級担当になる先生へは、特に学び

のサポートが必要である。 

小中学校長 困っている管理職が多いと強く感じる。特別支援教育に関わった経

験がない人が多い。研修については、研修受講者がその内容を理解で

きたかどうかについて評価する方法も検討するべきである。 

幼稚園 園長 幼稚園はそもそも「担当者別」という概念がない。支援の必要な子

供がいる各クラスの担任は、それぞれで子供に向き合っている。 

 

（２）連携した大学 

   宮崎大学 教育学研究科 教職実践開発専攻 

 

（３）専門家の活用  

ア．専門性（特別支援教育など）に関する経歴・所有資格等 

  ・ 宮崎大学 教育学研究科 教職実践開発専攻 教授 

    発達障害児の適応行動や社会的スキルの研究を専門としている。学校現場の教員と 

連携した研究も数多い。 

  ・ ＮＩＳＥ 総括研究員 

ＮＩＳＥでの在職経験も長く、通級による指導や特別支援教育に係る他自治体との 

共同研究の実績がある。 

イ．配置状況、活動内容 

  ・  宮崎大学 教育学研究科 教職実践開発専攻 教授 

    特別支援教育担当者別育成指標及び研修コンテンツ作成における助言、研修動画へ

の協力及び学術側面からの監修・サポートを月１日程度行う。 

・  ＮＩＳＥ 総括研究員 

令和５年度地域支援事業として、特別支援教育担当者別育成指標等づくりに向けた

支援を受けている。他県の情報提供や作成の方向性についての助言を受けている。 
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（４）目標値の設定 

    ・ 学校経営に特別支援教育を位置付けている学校（※）の割合 （＊令和５年調べ） 

小学校：  88.6 ％ 

中学校：  84.5 ％ 

高等学校： 45.2 ％ 

※ 学校経営方針や学校経営計画において、重点目標や重点取組内容等に特別支援教

育を明確に位置付けている学校のことを指す。 

 

・ 校長の特別支援教育に関わる教職経験状況（＊令和５年調べ） 

小学校：  21.3 ％ 

中学校：  20.4 ％ 

高等学校： 22.6 ％ 

    上記状況の改善を目標とする。 

 

４．取組概要・成果（取組全体の概要図は別途参照） 

（１）  特別支援教育担当者別育成指標の作成 

現在作成されている教職員育成指標にも、特別支援教育に対する指標は設けられて

いるが、教職員としてのキャリアのスタートと専門的に特別支援教育担当としてのキ

ャリアのスタートは必ずしも一致しないことから、教職員育成指標の別葉となる特別

支援教育担当者別育成指標の作成に取り組んだ。 

担当者については、管理職、通常の学級担任、特別支援学級担任、通級による指導 

担当、特別支援教育コーディネーター、特別支援学校教員、幼稚園教諭・保育園職員等

に整理した上で、特別支援教育に関する資質形成期（知識習得）、資質成長期（実践）、

資質充実期（連携・貢献）の視点から、必要な資質について整理して素案を作成した

（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 図２ 特別支援教育担当者別育成指標 素案の一部 ） 

 

    素案については、宮崎県特別支援教育推進人材育成システムの構築に関する検討会

にて協議をした後、ＮＩＳＥの専門家による助言も踏まえて改訂し、県教育委員会及

び関係機関との連携を図りながら、次回の検討会へ向けて整理を進めている。 
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連携機関・関係者等（教育センター等）（令和６年１月１日現在） 

No. 機関名・所属・職名等 備考 

１ 宮崎県教育研修センター・教育支援課 特別支援教育担当リーダー 育成指標関係 

２ 宮崎県教育研修センター・学習研修課 基本・職能担当リーダー 研修モデル開発 

３ 宮崎県教育研修センター・教育支援課 教育情報支援担当リーダー 研修モデル開発 

４ 宮崎県教育委員会・教職員課 人材育成担当 リーダー 育成指標関係 

５ 宮崎県教育委員会・教職員課 人材育成担当 主事 研修モデル開発 

６ 宮崎県教育委員会・教育政策課 担当主幹 研修モデル開発 

７ 宮崎県教育委員会・義務教育課 学力向上第１担当リーダー 育成指標関係 

８ 宮崎県教育委員会・高校教育課 学力向上第１担当リーダー 育成指標関係 

９ 宮崎県こども政策局・こども政策課 担当指導主事 育成指標関係 

 

特別支援教育担当者別育成指標に基づくキャリアアップ研修のモデルとして、上級

特別支援教育コーディネーター養成研修を、受講者に求められる資質と研修内容につ

いて整理し直し、中級研修と上級研修に再編成して令和５年度より実施することとし

た（図３）。研修内容が受講者にとってより焦点化されたことで、例年よりも多くの受

講者が集まり、それぞれの満足度も高いものになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 図３ 中級・上級特別支援教育コーディネーター養成研修 説明資料 ） 

 

（２）キャリアに応じた研修内容の整理 

  ○ 特別支援教育担当者別育成指標に基づく特別支援教育のキャリアアップ研修の実施 

新たに作成した特別支援教育担当者別育成指標を基に、初担当者や中堅といったそ

れぞれのキャリアに応じ、県内で行われている既存の研修を体系化する。令和５年度

は既存の研修や散在する様々な研修を、特別支援教育担当者別育成指標の素案を基に

整理し（図４）、県内の課題に応じ、不足する研修について動画コンテンツを新たに作

成した。 
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（ 図４ 検討資料 一部 ） 

 

動画コンテンツについては、特別支援教育に関わる教員だけでなく、管理職や教育 

行政に携わる職員、特別支援教育支援員が視聴することも想定して、教育研修センタ 

ーと連携し作成した。校内支援体制の土台として県内で推進しているスクールワイド 

ＰＢＳ（応用行動分析の理論に基づいた、学校におけるポジティブな行動支援）の動 

画コンテンツ作成については、特に学術的な専門性が求められる分野となるため、宮 

崎大学の研究協力の下、作成した。 

 

担当 作成した研修用動画コンテンツ 

県教育委員会 

特別支援教育課 

教育研修センター   

 

 

・エリアサポート体制について 

・高等学校における合理的配慮 

・特別支援学校のキャリア教育 

・医療的ケア 

・特別の教育課程編成の手順 等（Ｒ５年度 10本作成） 

宮崎大学 

スクールワイド 

ＰＢＳ研究協力 

教員 

スクールワイドＰＢＳ推進校向け 

・データに基づく評価 

・自校の課題特定の進め方 

・実行度の評価 

全教職員向け 

・ＰＢＳの概要と期待される効果 等（Ｒ５年度 21 本作成） 
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（３）管理職向け特別支援教育研修の実施 

○ 管理職向け特別支援教育研修内容の整備障害の特性や配慮等に関する基本的な内容

や、「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人のニーズを踏まえた学び

の充実に向けて～」を基にした就学に関する内容について、管理職本人の資質向上を

目指した研修の実施へ向け、各関係機関と協議しながら体制を整備している。 

教育研修センターでは、令和５年度の組織改編において、教育支援課に特別支援教

育担当が設置され、令和６年度の改編では、学習研修課に特別支援教育担当が位置付けら

れた。これからの研修における特別支援教育の内容の充実が一層図られることが期待され

る。管理職になるまでに、特別支援教育の研修を受講し、校長登用時には、特別支援教育

の一定の知識が習得できるような研修体系の構築へ向け、各関係機関と連携した取組を続

けていく。 
 

○ エリアサポート体制のエリア巡回支援の活用 
既存の仕組みであるエリアサポート体制において、スーパーバイザー的存在である

各エリアに配置されたエリアコーディネーターや特別支援学校のチーフコーディネー

ターが、エリア内の小・中学校等の要請により、校内支援体制の充実等について、具体

的、実践的な助言を行った。助言の際には、管理職の同席を求め、特に経験の浅い管理

職に対しては、丁寧な説明とフィードバックを行うように派遣の体制を強化している。 

 

（４）その他 

  ○ 全教職員を対象とした特別支援教育に関する研修会の実施 

    県内の全ての教職員の基本的な知識の習得を目的として、市町村教育委員会及び教

育事務所と連携を図り、教職員のニーズを整理した。そのニーズに対応した研修とし

て、令和６年・７年度の２か年で、全教職員を対象とした研修を実施できるよう準備

を行った。 

 

  ○ 県と自治体が共同しての特別支援教育に対する支援体制の構築 

    宮崎大学との共同研究として、スクールワイドＰＢＳ推進校への実践支援に取り組

んだ。学校単位での校内支援体制の構築についてモデルケースを作った令和５年度に

続き、令和６年度以降は１自治体を指定し、特別支援教育を基盤とした校内体制づく

りに取り組む。県・自治体の教育行政及び宮崎大学が連携することで可能となる特別

支援教育に関する基盤づくりについて検証する。 
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５．今後の課題と対応 

○ 研修履歴システムとの接続 

  令和６年度中に導入予定である研修履歴システムと、現在取り組んでいる特別支援

教育担当者別育成指標に基づく体系的な研修が別立ての取組とならないよう、円滑に

接続することを意識する必要がある。また、キャリアアップ研修を受講した受講者の

履歴を基にエリアサポート体制におけるエリアコーディネーター等の任命を行うとい

った、研修履歴を活用することによる地域支援人材の育成につなげる。 

 

○ 特別支援教育担当者別育成指標及び研修内容の精選 

特別支援教育担当者別育成指標及び研修内容は引き続き、宮崎県特別支援教育推進

人材育成システムの構築に関する検討会を軸に精選を続けていく必要がある。特別支

援教育担当者別育成指標の完成がゴールとならないよう、教員にとって活用のメリッ

トが感じられること、現場での活用が進むための工夫が添えられていること等が意識

された取組とする。 

特に管理職に向けた研修内容についても、特別支援教育を学校経営の中心に位置付

けている先進校の発表や、事例検討を含むワークショップ型の校内研修の紹介など、

特別支援教育の視点を生かした学校運営につながるものを準備していく。教育行政の

指導主事等については、その多くが管理職として学校へ赴任することを鑑み、指導主

事等を対象とした特別支援教育の研修の在り方についても整理し、準備を進めていく。 

 

○ 研修コンテンツの作成 

  特別支援教育担当者別育成指標の整理とともに宮崎県内の研修ニーズについても継

続的に調査し、宮崎県として今後準備していくべきコンテンツについて精査した上で

作成していく必要がある。令和６年度を通して連携機関関係者等各ブロック作業部会

（動画コンテンツの役割分担を検討）を実施し、教育研修センターにあるスライドの

コンテンツ化を進めていく。また、研修履歴システムにおける動画コンテンツの取扱

いによっては、コンテンツの活用方法についても柔軟な対応を検討する。令和６年度

末までにみやざき学びラボとしてオンデマンドプラットフォームを仮公開し、アンケ

ート等にて意見を集約することで更に改善を図る。 

 

６．問合せ先 

組織名：宮崎県教育庁 

担当部署：特別支援教育課 

 


